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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

１ 大阪府は、これまで積み重ねてきた視覚障害者福祉の制度、施策を発展・

充実してください。 

 

（回答） 

○ 大阪府では、障がい施策全般を総合的かつ計画的に推進していくため、貴

会をはじめとする関係団体等からの参画を得た「第５次大阪府障がい者計画

策定検討部会」及び「大阪府障がい者施策推進協議会」において、当事者の

方からも意見を頂戴しながら、令和３年３月に「第５次大阪府障がい者計画」

を策定し、本計画に基づき取組を進めているところです。 

 

〇 本計画の期間は 6 年としておりますところ、昨年度は中間見直しを行い、

令和 6 年度から 8 年度の 3 年間における障がい福祉サービス等の見込み量を

新たに設定するほか、令和 3 年 3 月の策定以降の法改正等の動きを踏まえた

改定を行ったところです。 

 

○ 同計画に基づき、厳しい財政状況ではありますが、視覚障がい者の方が安

心して暮らせるよう、知恵を出しながら、障がい者福祉の推進に一層努めて

まいります。 

 

（回答部局課名） 

福祉部 障がい福祉室 障がい福祉企画課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

２ ｢第５次大阪府障がい者計画」を早期に完全実施してください。 

 

（回答） 

〇 第５次大阪府障がい者計画は、「全ての人間（ひと）が支え合い、包容され、

ともに生きる自立支援社会づくり」を基本理念とし、また三つの最重点施策

として「入所施設や精神科病院からの地域生活への移行の推進」、「障がい者

の就労支援の強化」と「専門性の高い分野への支援の充実」を位置づけてお

ります。 

 

〇 本計画の実施におきまして、その進捗状況を大阪府障がい者施策推進協議

会に、適宜、報告を行い、評価をいただきながら、障がい者の地域における

自立と社会参加の実現に向けて総合的・計画的に、施策を展開してまいりま

す。 

 

（回答部局課名） 

福祉部 障がい福祉室 障がい福祉企画課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会） 

 

（要望項目） 

3  大阪府立福祉情報コミュニケーションセンターにおいて、視覚障害者福祉の

ための事業が、円滑、継続的かつ十分に実施できるように予算の確保等に努

めてください。 

 

（回答）  

〇 視覚障がい者福祉のための事業が、円滑、継続的かつ十分に実施できるよ

う、必要な予算を確保し、引き続き取り組んでまいります。 

 

〇 あわせて、当該施設が視覚障がい者の方や近隣住民の方にとって利用しや

すいものになるよう、引き続き、大阪府視覚障害者福祉協会の皆様方のご意

見もお伺いしながら進めてまいります。 

 

（回答部局課名） 

福祉部 障がい福祉室 自立支援課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 4 - 

 

様式 ２ 

 

回      答 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

４ すべての府民（府内の公的機関、教育機関等に所属・関与する者を含む。）

を対象に、視覚障害者を正しく理解するための啓発活動を充実してください。 

 

（回答） 

○ 啓発活動を通じて障がい者に対する理解を深めることは、障がいのある 

方々が社会の一員として障がいのない方々とともに生活し、活動することが 

できる社会の実現に向けた重要な取組であると認識しています。 

 

○ 府政情報室では、障がい者に対する理解を深めるための広報手段として、 

広報紙「府政だより」や各種 S NS などの広報媒体を活用しており、広報活動 

にあたっては、府民にしっかりと内容が伝わるよう、わかりやすい情報発信 

に努めているところです。 

 

○ 令和 5 年度は、「府政だより」において、「障がい者週間」の周知や 

就労支援の促進をはじめ、福祉人材の養成講座の募集や、障がいを理解する

ための啓発イベントなど、関係部局が発信する障がい者に対する理解を深め

るための記事を積極的に掲載してきたところです。 

 

○ 今後とも、ご要望の趣旨を踏まえつつ、府政情報室が有する広報媒体を 

 活用し、関係部局と連携しながら啓発活動に努めてまいります。 

 

○ また、障がい福祉室ではさまざまな障がいについての理解を深めていただ

くために、ハンドブックを作成しており、その中で視覚障がいにつきまして

も、主なお困りごとや望ましい配慮の例を掲載しております。また、白杖、

盲導犬、点字ブロックについても紹介しております。 

 

○ この冊子については庁内での研修はもちろんのこと、府内市町村が実施す

る研修等で活用していただいたり、事業者団体を通じて会員企業に配布いた

だくなど、多くの方に活用いただけるよう努めております。 

 

（回答部局課名） 

府民文化部 府政情報室 広報広聴課 

福祉部 障がい福祉室 障がい福祉企画課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

４ すべての府民（府内の公的機関、教育機関等に所属・関与する者を含む。）

を対象に、視覚障害者を正しく理解するための啓発活動を充実してください。 

 

（回答） 

○ 従来から、採用時や昇任時等の研修の機会をとらえて、視覚障がい者を取

り巻く課題に関する意識啓発を行っているところです。 

 

○ 令和５年度は、約 4 3 0 名の新規採用職員を対象とした研修におきまして、

点字体験実習にご協力いただくとともに、障がい特性への理解・対応につい

て、熱心かつ丁寧にご講義いただき、誠にありがとうございました。これら

の直接指導を受けることのできる研修は、公務員としての福祉感覚を養う貴

重な機会であると考えております。 

 

○ 今後とも、新規採用職員研修のほか、全職員が受講できる「視覚障がい者

に関する理解を深める研修」や、課長補佐級職員昇任者全員が受講する「人

権問題研修」等を通じまして、職員の人権に関する意識を高めていきたいと

考えておりますので、引続きのご協力をどうぞよろしくお願いいたします。 

 

 

（回答部局課名） 

総務部 人事課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

回      答 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

４ すべての府民（府内の公的機関、教育機関等に所属・関与する者を含む）

を対象に、視覚障害者を正しく理解するための啓発活動を充実してください。 

（回答） 

○ 視覚障がいのある児童生徒と周りの児童生徒が「ともに学び、ともに育つ」

教育を進めていくためには、視覚障がいに対する理解を深める教育を推進す

るとともに、互いに尊重しあえる人間関係づくりを推進することが重要です。 

 

○ 府内小中高等学校においては、障がいについて理解を深める教育を行って

おり、特に、視覚障がいについては、アイマスクによる体験学習や、自分た

ちの町のバリアフリーの状況を調べる学習、視覚障がいのある方を講師とし

た講演会など、様々な取組みを実施しています。 

 

○ 大阪府教育センターでは、小学校、中学校、高等学校、支援学校の「初任

者研修」において、「視覚障がいの特性や指導・支援のポイント」、「視覚障が

い者のための教材・教具」等について理解を深めております。また、「支援学

校初任者研修」では、「授業づくり」研修の中で、視覚障がいのある子どもが

安心して学習することができる環境の整備について、「点字ブロック」や「音

声化と触察」等を説明し、「点字」「拡大教科書」や「単眼鏡・ルーペ類」「拡

大読書器」等の視覚補助具等を示しながら、視覚障がいのある子どもの教育

に関する専門的な知識・技能について研修を実施しております。 

 

○ さらに、府内の教職員を対象にした「支援教育実践研修 A」においては、「視

覚障がいのある子どもの支援と機器」というテーマで、当事者体験等を通じ

て、視覚障がいのある子どもの特性を知り、白杖などの歩行補助具や点字器、

点字ディスプレイを示し、支援の方法や指導の実際について学ぶ機会を設け

るとともに、視覚障がいのある当事者の願いや経験をもとに、子どもへの実

際の指導にどう生かすかをお聴きする研修を実施しております。 

 

○ 今後とも、障がいについて、より正しく理解するための教育や研修の充実

に努めてまいります。 

 

（回答部局課名） 

教育庁 教育振興室  高等学校課 

教育庁 市町村教育室 小中学校課 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会） 

 

（要望項目） 

５ 盲導犬を普及するために、府民の理解を深めるための啓発をしてください。 

 

（回答）  

○ 平成１４年に成立した「身体障害者補助犬法」では、公共施設や交通機関、

飲食店、ホテル、病院など、不特定多数の人が利用する施設が補助犬の同伴

を受け入れることを義務付けているにもかかわらず、未だに「同伴拒否」事

例があります。 

 

○ 盲導犬をはじめ、補助犬を普及するためには、より広く補助犬のＰＲを行

うことが重要であり、公民連携などの取り組みにより、飲食店事業者や宿泊

事業者、一般府民への啓発を行うこととし、あわせて府のホームページ、府

主催のイベント等で啓発活動を実施しているところです。 

 

○ 今後とも、補助犬に係る普及啓発に取り組むとともに、同伴を拒否された

具体的な事例につきまして、ご連絡をいただければ、当該施設に対し、府と

して個別に制度の趣旨・内容を説明するなど助言・指導等を行ってまいりま

す。 

 

（回答部局課名） 

福祉部 障がい福祉室 自立支援課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

回      答 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

6  障害者が 6 5 歳を過ぎたとき、介護保険優先の原則によって障害特性に起因

する必要な給付が受けられなくなる不利益が生じることのないよう、市町村

を指導してください。また、介護保険への移行について、制度の適用関係が

福祉制度利用者にもっとわかりやすく理解できるようにしてください。 

 

（回答） 

〇 国適用関係通知「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律に基づく自立支援給付と介護保険制度の適用関係等に係る留意事項等

について」において、「市町村においては、当該介護給付費等を支給する場

合の基準を設けている場合であっても、当該基準によって一律に判断するの

ではなく、介護保険サービスの支給量・内容では十分なサービスが受けられ

ない場合には、介護給付費等を支給するなど、適切な運用に努められたい。 

  また、障害福祉サービス利用者が要介護認定等を受けた結果、居宅介護サ

ービス費等区分支給限度基準額の範囲内では、利用可能なサービス量が減少

することも考えられる。しかし、介護保険利用前に必要とされていたサービ

ス量が、介護保険利用開始前後で大きく変化することは一般的には考えにく

いことから、個々の実態に即した適切な運用をお願いしたい」とされていま

す。 

 

〇 さらに、「障害福祉サービス利用者の介護保険制度の円滑な利用に向け、要

介護認定等の申請から認定結果通知にかかる期間を考慮して６５歳到達日等

前の適切な時期から要介護認定等に係る申請の案内を行うこと。その際には、

単に案内を郵送するだけでなく、市町村職員から、又は、(略)相談支援専門

員から直接、介護保険制度について説明を行うことが望ましい。」とされてい

ます。 

 

○ 大阪府においては、これまでの国適用関係通知や、令和５年６月3 0日付け

で発出された「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく自立支援給付と介護保険制度の適用関係等に係る留意事項及び運用

の具体例等について」を踏まえ、必要としている支援内容を介護保険サービ

スにより受けることが可能か否か等を適切に把握するとともに、介護保険の

給付だけでは適切な支援が受けられない場合は、当該部分について個別ケー

スごとに実情を十分聞き取った上で適切な自立支援給付の支給決定を行うよ

う、これまでも市町村に助言を行っているところですが、引き続き市町村に

対し働きかけてまいります。 
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（回答部局課名） 

福祉部 障がい福祉室 障がい福祉企画課 

福祉部 高齢介護室 介護支援課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

８ 障害者差別解消法の趣旨を徹底するため、府が制定したガイドラインが実

効性を発揮するよう努めてください。 

（１）市町村とも連携して、より一層積極的かつ効果的に、合理的配慮の義務

化及び必要性について府民（事業者を含む。）への啓発を行ってください。 

（２）大阪府や市町村の職員対応等の運用に当たっては、視覚障害者への正し

い理解の徹底をはかり（対応マニュアル作成等）、職員による代読、代筆をは

じめ、視覚障害者が不自由しない窓口対応に努めてください。 

（３）小売店舗、飲食店、医療機関を始めとしたすべての事業所で、視覚障害

者に対する誘導や情報提供を行うよう働きかけてください。また、視覚障害

者はスーパーのセルフレジや飲食店のタッチパネルなど画面上の操作が困難

であることへの理解を深め、有人レジの設置や必要時に操作の支援が得られ

るよう、働きかけてください。 

 

（回答） 

（１）大阪府では障がい者差別解消条例を改正し、令和３年４月より事業者 

  による合理的配慮の提供を義務化したことに伴い、事業者を含め府民に対 

  する周知・啓発に努めてまいりました。 

   また、国においても事業者による合理的配慮の提供が令和６年４月より

義務化されており、啓発の重要性はより増していると認識しております。 

   これまで大阪府では障がい理解ハンドブックや障がい者差別解消ガイド 

  ラインを用いて、法令や合理的配慮の提供などについて市町村とも連携し、 

  周知啓発に努めてまいりました。さらに昨年度は事業者や市町村職員に向 

  けた研修を行い、市民や事業者への周知啓発を働きかけたところです。 

   引き続き、市町村をはじめとする関係機関とも連携して、広く啓発に 

  取り組んでまいります。 

 

（２）大阪府では、任命権者ごとに職員対応要領を定めており、「職員対応に 

  係る留意事項」の中で「合理的配慮に当たり得る意思疎通の配慮の具体例」 

  として「本人の依頼がある場合には、代筆や代読といった配慮を行う」等 

  の記載をしております。 

今後とも、府職員に対して障がい特性や合理的配慮に関する認識を徹底 

  し、適切に対応できるよう、対応要領に加え、障がい特性を紹介した「障 

  がい理解ハンドブック」や合理的配慮の例を記載した「大阪府障がい者差 

  別解消ガイドライン」などを活用した職員研修の実施に取り組んでまいり
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ます。 

 

（３）大阪府では、「大阪府障がい者差別解消ガイドライン」に、障がいのあ 

  る人に対する情報保障の配慮姿勢や対応例を盛り込むとともに、合理的配 

  慮の提供に関して、「視覚障がいのある人等への介添え」や「タッチパネル 

  操作が困難な顧客への声かけ、操作の代行」等の具体的な事例を掲載して 

  います。 

   それぞれの事業者における障がい理解が深まり、各場面に応じて必要な 

  配慮を考えることができるよう、今後とも、具体的な事例も含めたガイド 

  ラインの周知・普及に努めてまいります。 

 

（回答部局課名） 

（１）から（３）福祉部 障がい福祉室 障がい福祉企画課 

（２）大阪府部分のみ：総務部 人事課、教育庁 教育総務企画課 

           教育庁 教職員室 教職員人事課、大阪府警察本部 

（３）健康医療部 保健医療室 保健医療企画課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

８ 障害者差別解消法の趣旨を徹底するため、府が制定したガイドラインが実

効性を発揮するよう努めてください。 

（４）府立高校の入学試験や大阪公立大学の２次試験でスクリーンリーダーが

導入されているパソコンを使用しての受験もできるようにしてください。 

 

（回答） 

○ 大阪公立大学の入学者選抜個別学力検査等において、障がいがある等で受

験上の配慮を希望する際は、事前相談の手続きを経たうえで、所定の申請書

を提出することとしており、学生募集要項等でその旨を周知しています。 

具体的な対応については、本人からの申請内容と、大学入学共通テストで

の配慮内容を基に検討を行うこととしており、スクリーンリーダーが導入さ

れているパソコンの使用についても、申請があれば受験者への配慮内容とし

て対応を検討することとなります。 

 

（回答部局課名） 

副首都推進局 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

回      答 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

８ 障害者差別解消法の趣旨を徹底するため、府が制定したガイドラインが実

効性を発揮するよう努めてください。 

（４）府立高校の入学試験や大阪公立大学の２次試験でスクリーンリーダーが

導入されているパソコンを使用しての受験もできるようにしてください。 

 

（回答） 

○ 大阪府公立高等学校の入学者選抜における障がいのある生徒に対する配慮

事項については、その内容・手続きを毎年度定め、中学校に通知しておりま

す。 

 

○ 府教育委員会といたしましては、配慮の必要な生徒に対して、入学者選抜

における公平性を確保しつつ、受験者が普段の実力を十分に発揮できるよう、

適切な配慮を行っているところです。 

 

○ 現在は、志願者の障がいの状況を踏まえ、学力検査時間の延長、代筆解答、

問題の代読、介助者の配置、点字受験、別室受験、英語リスニングテストの

筆答テストによる代替、拡大した問題用紙等の使用、物品の持込み等の配慮

について、個別に精査し実施しています。 

 

○ 今後も承認された配慮事項がそれぞれの受験者に対して遺漏なく適切にな

されるよう、引き続き万全の体制を整えてまいります。 

 

（回答部局課名） 

教育庁 教育振興室 高等学校課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

９ 家電製品をはじめあらゆる商品について、視覚障害者にも使いやすいユニ

バ—サルデザインの推進を事業者に働きかけてください。特に、視覚障害者

にも利用しやすいスマートフォン、ワンタイムパスワード、タッチパネルの

開発を事業者に働きかけてください。併せて、非接触や無人化の取り組みの

中で、視覚障害者が取り残されることのないよう、事業者に働きかけてくだ

さい。 

 

（回答） 

〇 ユニバーサルデザインの推進は、障がい者のみならず、全ての人にとって

使いやすい工夫や配慮であり、誰もが暮らしやすい社会をつくることにほか

ならず、共生社会の実現に向けた重要な取組みです。 

今後とも、障がい及び障がい者に対する更なる市民の理解が促進されるよ

う、あらゆる機会を活用して、様々な啓発等の取組みを粘り強く着実に展開

してまいります。 

 

（回答部局課名） 

福祉部 障がい福祉室 障がい福祉企画課（下線部について回答） 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

1 5  視覚障害者を対象としたスマートフォンの講習会を各市町村あるいはブ

ロック単位で開催するよう市町村に働きかけてください。その際、府で講師

を派遣するなど支援してください。 

 

（回答） 

○先端技術の活用による府民の生活の質の向上の観点から、視覚障がい者を対

象とする市町村による取組みの推進は重要と考えています。 

 

○このため、視覚障がい者等がスマートフォンの活用を学べる講習会等につい

て、講師の育成、確保を含め、市町村での開催に必要な経費を国が補助する

「デジタル活用支援推進事業」の市町村での活用が進むよう関係部局と連携

し働きかけに努めるとともに、市町村において補助事業を実施する際には、

必要に応じ、民間事業者との連携などを支援します。 

 

（回答部局課名） 

スマートシティ戦略部 戦略推進室 地域戦略推進課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

1 7  読書バリアフリー法について 

（１）同法の目的を実現するため、視覚障害者の読書環境の整備を積極的に推

進してください。 

 

（回答） 

〇 大阪公立大学においては、全学的取り組みとして、障がい等を理由とした

支援を必要とする学生のための相談・支援窓口となるアクセシビリティセン

ターを設置しており、合理的配慮に基づき、必要に応じて対応することが可

能な環境を整えています。 

 

〇 具体には、大阪公立大学においては、低視力や弱視など見えづらい方の読

み書きを支援するため、拡大読書器の設置や読み上げ対応の電子ブックの充

実を図るほか、申請に応じて資料の電子化サービスを提供しています。大阪

公立大学工業高等専門学校においては、視野狭窄等の視覚障がいのある人の

読書をサポートするリーディングトラッカーを設置し、視覚障がいのある学

生などの読書環境の整備を進めています。 

 

〇 また、大学において対応が難しいサービスについては、必要に応じて国会

図書館や公共図書館で実施している視覚障がい者用サービスと連携が図れる

よう体制整備を始めています。昨年度、大阪公立大学杉本図書館において、

国立国会図書館製作の学術文献録音図書（DAIS Y形式の CD、カセットテー

プ）の貸出申込が可能となるよう、貸出承認館に登録しました。 

 

（回答部局課名） 

副首都推進局 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

1 7  読書バリアフリー法について 

（１）同法の目的を実現するため、視覚障害者の読書環境の整備を積極的に推

進してください。 

（２）同法に基づく市町村計画の策定を積極的に働きかけてください。 

また、市町村の公立図書館における「サピエ」への登録、端末操作指導員

の設置、購入した図書等のデータの出版社等からの提供協力、ＩＣＴ機器の

使い方の講習会の開催を進めるよう市町村に働きかけてください。 

 

（回答） 

（１） 

○ 大阪府では、令和元年６月施行の「視覚障害者等の読書環境の整備の推進

に関する法律」に基づき、令和 3 年 3 月に「大阪府視覚障がい者等の読書環

境の整備の推進に関する計画」を策定いたしました。 

 

〇 同計画を推進するにあたり、様々な読書方法及び読書支援サービス等の周

知を目的としたリーフレットを、府立図書館等が開催したイベント等におい

て配布するとともに、読書支援機器の操作体験をしていただきました。 

  また、府立中央図書館では、令和 5 年度に音声・拡大読書器を購入し読書

支援機器の充実を図りました。 

 

○ 今後も引き続き同計画の周知を行っていくほか、府立図書館等におけるア

クセシブルな書籍等の収集・製作、製作したデータ等のサピエ図書館等への

提供、書籍・データの相互貸出などを継続して実施し、施策がより活用され

るよう努めてまいります。 

 

（２） 

○ 出版された図書のデータ提供等について国に要望するとともに、府内市町

村において、読書バリアフリー法にかかる理解を深め、計画の策定をはじめ

地域の状況に応じた施策が推進できるよう支援し、府域全体の読書環境整備

を図ってまいります。 

 

（回答部局課名） 

教育庁 市町村教育室 地域教育振興課 

福祉部 障がい福祉室 自立支援課 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

回      答 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

1 8  視覚支援学校に点字指導のできる教員を中長期的に確保してください。 

 

（回答） 

○ 府立視覚支援学校においては、教員の点字指導に係る専門性の維持・向上

のため、新たに視覚支援学校に赴任した教員等に対し、校内研修を実施して

おります。 

 

○ 引き続き、幼児児童生徒のニーズもふまえた点字指導に取り組んでまいり

ます。 

 

（回答部局課名） 

教育庁 教育振興室 支援教育課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

回      答 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

2 1  読書環境を改善するため、スマートフォンや専用アプリ等で視覚障害者が

容易に読書ができるよう、これらの機器や専用アプリの開発を促進するよう

国に働きかけてください。 

 

（回答） 

○ 令和元年 6 月に成立した「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する

法律」の第十六条において、「国は、視覚障害者等が利用しやすい電子書籍等

及びこれを利用するための端末機器等について、視覚障害者等の利便性の一

層の向上を図るため、これらに係る先端的な技術等に関する研究開発の推進

及びその成果の普及に必要な施策を講ずるものとする。」とされています。 

 

○ また、令和 2 年 7 月に決定された「視覚障害者等の読書環境の整備の推進

に関する基本的な計画」においても、「アクセシブルな電子書籍等及びこれを

利用するための端末機器等について、視覚障害者等の利便性の一層の向上を

図るため、これらに係る先端的な技術等に関する研究開発及びその成果の普

及に必要な施策の推進を図る。」とされているところです。 

 

○ 大阪府教育庁においては、視覚障がい者等の多様なニーズに対応できるよ

うアクセシブルな書籍等の充実及び読書支援機器等の整備の推進が図られる

よう、要望を行ってまいりました。今後も視覚障がい者等の読書支援機器等

の整備の推進が図られるよう引き続き要望を行ってまいります。 

（回答部局課名） 

教育庁 市町村教育室 地域教育振興課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

2 3  視覚障害者の職業自立を支援してください。 

（１）大阪府や民間企業において、視覚障害者がより多く雇用されるようにし

てください。また、障害者雇用における視覚障害者の雇用実態を把握し、効

果的な施策を充実させてください。 

 

（回答） 

○ 大阪府では、「障害者の雇用の促進等に関する法律」の趣旨を踏まえ、昭和

5 5 年度より、身体障がい者を対象とする職員採用選考として、令和元年度か

らは障がい者を対象とする職員採用選考として採用選考を実施し、雇用の促

進に努めてきたところです。 

 

○ この採用選考の実施においては、受験資格を視覚障がい者に限定した電話

交換手職を設ける等、視覚障がい者の雇用促進にも努めており、これまで、

視覚障がい者 5 7 名を含む 2 6 8 名を採用し、視覚障がい者については、電話

交換や事務系職場で勤務いただいているところです。 

 

○ また、障がい者を含む幅広い方々に受験いただける競争試験等においても、

より多くの視覚障がい者に挑戦していただけるよう、従来から点字、音声パ

ソコン、拡大文字による受験機会を設けております。 

 

○ 今後とも、障がい者が幅広く能力を発揮できるよう、職域開拓に努めなが

ら、着実に取組んでまいります。 

 

（回答部局課名） 

総務部 人事課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

2 3  視覚障害者の職業自立を支援してください。 

（１）大阪府や民間企業において、視覚障害者がより多く雇用されるようにし

てください。また、障害者雇用における視覚障害者の雇用実態を把握し、効

果的な施策を充実させてください。 

 

（回答） 

○ 大阪府内における民間事業主の障がい者の雇用状況（令和 5 年６月１日時

点（大阪労働局公表））は、雇用者数、実雇用率とも過去最高を更新し、着実

に障がい者雇用が進展しているものの、全国と比べると、実雇用率や法定雇

用率達成企業割合は、まだ低位にあり、特に中小事業主において法定雇用率

が達成されていない状況が続いています。 

 

○ 大阪府では、民間事業主の障がい者の雇用状況を改善するため、「大阪府障

害者等の雇用の促進等と就労の支援に関する条例（ハートフル条例）」に基づ

き、契約の締結や補助金の交付の相手方など府と関係のある事業主に対し、

法定雇用率の達成に向けた指導や支援を行うとともに、法定雇用率未達成の

府内にのみ事務所・事業所を有する常用労働者 4 0 人以上１００人以下の中

小事業主（特定中小事業主）に対し、障がい者の雇用状況の報告や雇用推進

計画の作成・提出を努力義務として求め、雇用推進計画の作成支援等、計画

の達成に向けたきめ細かな支援を行っているところです。 

 

○ 今後とも、視覚障がいのある方をはじめ、一人でも多くの障がいのある方

がより多くの企業に就職することができるよう、大阪労働局をはじめ関係機

関との連携を図りながら雇用機会の拡大に努めてまいります。 

 

（回答部局課名） 

商工労働部 雇用推進室 就業促進課（下線部について回答） 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

2 3  視覚障害者の職業自立を支援してください。 

（３）ＩＣＴなどを活用した在宅勤務なども含め、視覚障害者の職業拡大・開

拓を積極的に進めてください。また、その職で自立できる職業訓練を充実し

てください。 

（４）職業に必要なスキルを得るための教育・ＩＣＴなどの訓練をより受けや

すくするとともに、求職中の者だけでなく、在職者や学生も受けやすいもの

となるよう配慮してください。 

 

（回答） 

（３） 

○ 視覚障がい者全般の職業拡大・開拓については、障害者雇用促進法に定め

られているとおり、障がい者の雇用に関する情報の収集、分析及び提供等を

おこなう独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の障害者職業総合セ

ンターの役割として認識しています。 

 

○ なお、大阪府としては、障がい者の社会参加や雇用・就労支援について、

福祉部、商工労働部、教育庁が役割分担と連携の下、各種の施策を推進して

おり、視覚障がい者の職業能力開発や人材育成についても各部局が次の取組

みを進めています。 

▽福祉部：大阪府 IT ステーションにおける「視覚障がい者就労支援 IT 講習」、

「e -ラーニング講座」を実施 

▽商工労働部： 

・大阪障害者職業能力開発校における職業訓練として「オフィス実践科※」、 

・特別委託訓練として「情報処理科」、「ビジネス科」、 

・民間教育訓練機関等における短期委託訓練として「ＰＣ活用科」を実施。 

   ※「オフィス実践科」は視覚障がい者を含む障がい者（障がいの種別を

問わない）科目として実施しています。 

 

▽教育庁 ： 

・府立視覚支援学校における、あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師

を養成するための教育課程の編成 

・職場実習等、生徒の障がいの状況をふまえた進路指導・支援等を実施 
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〇 今後も視覚障がいのある方がより多くの企業に就職することができるよ

う、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の障害者職業総合センタ

ーをはじめ関係機関との適切な役割分担の下、連携を図りながら雇用機会の

拡大に努めてまいります。 

 

（４） 

〇 求職者を対象とした職業訓練につきましては、大阪障害者職業能力開発校

及び社会福祉法人等への特別委託訓練において、訓練期間が１年間の２科目

で、４月と１０月に入校時期を設定するとともに、民間教育訓練機関（社会

福祉法人）への委託訓練で、訓練期間が３か月間の科目を随時開講に設定す

るなど、ニーズに応じた職業訓練を受けることが可能となるようにしており

ます。 

 

在職者を対象とした職業訓練につきましては、大阪障害者職業能力開発校

等で「テクノ講座」を実施しております。また、民間教育訓練機関（社会福

祉法人）から、職業訓練指導を担当する職員を在職する事業所に派遣する３

か月以内の職業訓練を実施しており、視覚障がい者のスキルアップと職場定

着を支援する仕組みづくりに取組んでおります。 

 

○ 大阪府 IT  ステーションでは、障がいのある方が、IT  を活用して就労でき

るよう、就労支援相談や IT  技能習得のための講習などを行うことにより、就

労をめざす障がいのある方と障がい者雇用を考える企業等を支援する「障が

いのある方の雇用・就労支援拠点」を担っております。 

 

利用対象者については次のとおりです。 

１．大阪府在住者で、身体障がい者手帳・療育手帳・精神保健福祉手帳をお持

ちで 1 5 歳以上の方（精神保健福祉手帳の場合、医師の意見書が必要） 

２．IT  を利用した就労を希望し、IT  講習を受ける能力がある方（能力の有無

は、スキルチェック・利用相談・初回受講等で判断） 

３．上記の１，２の要件を満たし、現在未就労の方 

 

（回答部局課名） 

商工労働部 雇用推進室  人材育成課 

商工労働部 雇用推進室  就業促進課 

福祉部   障がい福祉室 自立支援課 

教育庁   教育振興室  支援教育課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 

 

 

 

 

 



- 24 - 

 

 

 

様式 ２ 

 

回      答 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

2 4  視覚障害者の職業自立を図るため、視覚障害者の三療業を守る支援をして

ください。 

（１）三療業者（鍼・灸・マッサージ）の無免許営業、無資格類似業者の取締

りを強化してください。 

 

（回答） 

○ 施術所の開設については、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゆう師等

に関する法律（以下、「法」という。）の規定に基づき、保健所に届け出なけ

ればならないことから、その際に、業務に従事する施術者の資格確認を徹底

しております。 

 

○ また、施術所において免許資格を持たない者が従事しているとの情報の提

供を受けたときは、速やかに保健所職員による調査や適切な指導等を行って

おり、今後とも、しっかりと取り組んでまいります。 

 

○ なお、平成２８年６月２９日付けで施術所に関して広告し得る事項（※）

が一部改正され、開設届を提出済みであることが広告可能事項に追加された

ことに伴い、府保健所においては、平成２９年５月から、施術所開設者から

の申請に基づき「開設届出済証」の発行を開始し、大阪市など保健所設置市

保健所においても同様に対応しております。また、視覚障がい者の申請につ

いては、代行入力を行っております。 

広告物として掲示していただくことにより、施術所の利用者自身が施術を

受ける前に、法の規定に基づき府に開設届が行われている施術所か否かを確

認できるようになりました。 

施術所及び利用者の双方にとって有益なこの制度について、府ホームペー

ジ等により、今後とも周知を図ってまいります。 

 

※あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律第七条第一項第

五号の規定に基づくあん摩業等又はこれらの施術所に関して広告し得る事項 

 

（回答部局課名） 

健康医療部 保健医療室 保健医療企画課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

2 4  視覚障害者の職業自立を図るため、視覚障害者の三療業を守る支援をして

ください。 

（２）柔道整復に係る不正な保険請求を取り締まってください。 

 

（回答） 

大阪府では、患者等からの情報に基づき、柔道整復師への指導が必要であれ

ば、近畿厚生局と連携して個別指導を実施しています。指導の中で不正又は著

しい不当な療養費の請求が疑われた場合は、監査を実施し、不正等の事実が認

められれば、療養費を返還させるとともに、向こう 5 年間の受領委任の取扱い

を中止する行政措置を行っています。 

令和５年度は個別指導を２件実施しました。 

柔道整復施術における健康保険証の適正な使用のためには、患者に対する啓

発も重要であることから、「府政だより（令和６年 3 月号）」や、保険者から加

入者あてに発送される医療費通知を活用し、府民への周知・啓発を行っていま

す。 

また、施術所からの柔道整復療養費に係る支給申請については、学識経験者

や保険者代表、施術者代表に対して大阪府から委嘱した審査委員が、支給に係

る審査機関である国民健康保険団体連合会において、内容審査等を毎月行って

います。 

柔道整復師に対する指導・監査の実施にあたっては、不正な保険請求は、許

さないという厳しい姿勢で臨んでまいります。 

 

（回答部局課名） 

健康医療部 健康推進室 国民健康保険課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

2 4  視覚障害者の職業自立を図るため、視覚障害者の三療業を守る支援をして

ください。 

（３）あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師養成校の新設を無制限に認

可しないよう、国に働きかけてください。 

 

（回答） 

○ あん摩マッサージ指圧師の養成施設の新設又は生徒の定員増加の申請につ

いては、都道府県知事より所管官庁である厚生労働省あて進達します。 

 

○ その際、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律第１

９条第１項の規定等に照らして、当該養成施設の認定や生徒の定員増加の承

認の妥当性に関する知事の意見や厚生労働省による当該認定等の可否判断の

参考となるべき事項を書面で添付しています。 

 

○ 本府においては、これまで申請書を厚生労働省に進達する際には、 

  ・晴眼者のあん摩マッサージ指圧師が増加すれば、府内の視覚障がい者の

就職の機会等が著しく減少する恐れがあること 

  ・晴眼者との競合が激しくなることにより、視覚障がいのある施術者の生

計の維持が困難になること 

  ・多くの団体から設立に対し反対の意見が表明されていること 

から、申請内容の審査にあたっては慎重な取り扱いをお願いしたい旨の意

見を付しております。 

 

（回答部局課名） 

健康医療部 保健医療室 保健医療企画課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

2 5  今年１２月にマイナ保険証導入が決まっていますが、今後、視覚障害者の

多くが営んでいるあはきでの保険請求事務がどうなるのか不安です。大き

な負担なく今までどおり事業ができるよう対策の実施を国に働きかけて

ください。 

 

（回答） 

〇 令和 6 年２月９日に国から、受領委任の取扱いの一部改正が通知され、令

和 6 年 1 2 月 2 日より国民健康保険証の新規発行を停止し、マイナ保険証を

基本とする仕組みに移行することを見据え、令和 6 年 4 月より、マイナンバ

ーカードを用いて現在利用している健康保険証の資格情報のみを取得できる

仕組み「オンライン資格確認（資格確認限定型）」を国において運用が開始さ

れました。 

 

〇 また、このしくみの導入に関しては国において「施術所等向け総合ポータ

ルサイト」を公開しており、こちらにおいて、音声読み上げに対応した手順

書等も準備をされております。 

 

〇 大阪府としましても、マイナ保険証導入にあたっては、制度の実施が円滑

に進められることが重要だと認識しており、引き続き国の動向を注視してま

いります。 

 

（回答部局課名） 

健康医療部 健康推進室 国民健康保険課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

2６ マイナンバーカードの健康保険証利用が進められていますが、障害者を対

象とした医療サービス等受給に必要な証（障害者医療証、指定難病証など）

とも統合が図られるよう国及び市町村に働きかけてください。 

 

（回答） 

〇 健康保険証については、現行のものからマイナンバーカードを基本とする

仕組みに移行しますが、国においては、マイナンバーカードを障がい者医療

などの地方単独医療費助成の受給者証として利用できるよう環境整備が進め

られているところです。 

 

〇 障がい者医療証のマイナンバーカード対応については、国が行う実証事業

をはじめ、国の動向を注視していきます。 

 

（回答部局課名） 

福祉部 障がい福祉室 地域生活支援課（下線部について回答） 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

2６ マイナンバーカードの健康保険証利用が進められていますが、障害者を対

象とした医療サービス等受給に必要な証（障害者医療証、指定難病証など）

とも統合が図られるよう国及び市町村に働きかけてください。 

 

（回答） 

 マイナンバーカードを指定難病の受給者証として利用することについては、

国よりその方向で考えが示されており、府としても国に対し、マイナンバーカ

ードを医療費助成の受給者証として利用することにより、患者の利便性を向上

させるよう要望しているところです。 

 

（回答部局課名） 

健康医療部 保健医療室 地域保健課（下線部について回答） 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

 

回      答 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

2 9   感染症等公衆衛生上の対策及び保健医療対策について  

（１）公衆衛生事案に関する情報、支援策等を視覚障害者にわかりやすく伝え

てください。 

 

（回答） 

〇 感染症などの公衆衛生事案に関する情報及び支援策等については、健康や

生活に大きな影響をもたらすものであることから、正確でわかりやすい情報

を府民の皆様に迅速にお伝えすることが重要であると認識しております。 

 

〇 ホームページに画像・P DF ファイルを掲載する場合には代替情報を掲載し

たり、読み上げソフトの利用を想定して、省略語や専門用語、わかりにくい

表現を避けるなど、庁内のガイドラインに沿った対応を行っております。 

 

〇 今年度は、５類感染症である手足口病及び新型コロナの患者数が増加した

際に、大阪府ホームページのトップページで注意喚起するとともに、X（旧：

Tw it te r）でも情報発信を行いました。 

  

〇 今後の新興感染症発生時においても、できるだけ分かりやすい表現を用い

て必要な情報を正確・迅速にお伝えできるよう、様々な媒体を用いながら視

覚障がい者にも配慮した情報提供に努めてまいります。 

 

（回答部局課名） 

健康医療部 保健医療室 感染症対策課 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 
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様式 ２ 

回      答 

 

団体名（ 一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会 ） 

 

（要望項目） 

3 8  自転車（電動自転車、キックボードを含む。）の歩道上の乱暴な運転、無

灯火やスマートフォン、携帯電話使用中の運転など、より一層厳しく取り締

まってください。また、すべての府民に対して車道通行原則の交通ルールの

徹底と自転車使用のマナーを啓発してください。併せて、学校での児童、生

徒、学生等に対する自転車等の使用のマナーの指導強化に努めてください。 

 

（回答） 

○ 毎年、文部科学省事業を活用し、府内学校の交通安全担当教職員や市町村

教育委員会の指導主事を対象に研修を実施することで、交通安全教育の推進

に努めています。 

 

○ 昨年度は、自転車の安全利用に加え、全年齢層に対する自転車乗用時のヘ

ルメット着用の努力義務化、電動キックボードのルール等の改正道路交通法

について、大阪府の交通事故状況や自転車等の交通安全教育について事例を

踏まえながら、研修を実施したところです。 

 

○ 引き続き、各学校で実施する交通安全教室などを通じて、交通安全教育の

推進に努めてまいります。 

 

○ また、府内の小学校 1 年生の保護者対象に「家庭における交通安全教育～

保護者用テキスト～」を作成・配付しているところです。 

 

○ 交通ルールや自転車マナーの啓発に引き続き、取り組んでまいります。 

 

（回答部局課名） 

教育庁 教育振興室 保健体育課（下線部について回答） 

 

※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。 


